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上下水道経営基盤強化推進事業 新規 政策的経費 4　住みやすさを高める（地域力） 福井県水道広域化推進プラン、福井県汚水処理広域化・共同化計画 ○ R7 1 9,000 9,000

1 9,000 9,000

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井県長期ビジョン
における位置づけ

関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

令和
７年度
予算額

 財源内訳

令和６年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 河川課 （単位：千円）



課長名

■ ■ R7 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

上下水道施設の老朽化や、技術職員および使用料収入の減少など、従来どおりの事
業運営では持続的な事業執行が困難になりつつある。

［問題・課題を表す客観的データ］

・水道施設更新の将来見通し（R2）76億円→（R41～50（平均））114億円（+50％）
・下水道職員数は10年間で約2割減少
・使用水量の将来見通し（R2）約249千m3/日→（R50）約151千m3/日（▲39％）

（実績） （役割分担）

市町との連携状況
・広域連携について各市町の方針や意向の聞き取り
・県内市町の区域を超えた広域連携の可能性を検討

他県の状況
・（宮城県）上工下水一体の官民連携運営事業（R4～事業開始）
・（奈良県）県域水道の一本化（R7.4～事業開始予定）

上下水道事業一体の広域化検討補助業務の実施
　○県内市町の区域を超えた広域連携の可能性について検討
　○想定される連携の範囲について、市町の方針や意向の聞き取り、下水道事業の市町の区域を超えた広域連携の組合せを検討
　○上記を踏まえ、管理・運営手法検討等の業務委託を実施
　　業務委託費　９，０００千円

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ ７５万人（令和６年１月１日現在）

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

政　　策  〔 16　防災・治安先進県ふくいの実現

［解決すべき問題・課題］

［事業目的］

限られた財源の中で老朽化対策や地震対策等を実施するため、施設の再編や広域化による基盤強化を行い、事業の持続性を将来にわたって確保していく。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 4　住みやすさを高める（地域力）
関連する県の計画等 〔

福井県水道広域化推進プラン、福井県汚水処理広域化・共
同化計画

〕

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R8

補助率 － 法 定 受 託 事 務

課名 河川課 髙橋　義治

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

上下水道経営基盤強化推進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 土木部



課長名

■ ■ R7 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

［成果指標等の推移］

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

□ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止

令和7年度において下水道事業広域化の検討（計画案）を行った上で、令
和8年度以降、上下水道一体となった広域化に向けた施策の実施を検討

実績

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和７年度の変更点 事業評価

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ７年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 下水道事業広域連携検討
(目標)

成果指標
上下水道事業の広域化を
盛り込んだ計画の充実

(目標)

県内市町等の下水道事業の広域連携検討実施
実績

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ７年度 令和７年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 9,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

補 助 金 R8

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 9,000 9,000

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

上下水道経営基盤強化推進事業

部局名 土木部 課名 河川課 髙橋　義治

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 委託


